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その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

17年度 平成18年度

.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業

22年度 平成23年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成17年度 平成18

付

年度 平成19年度 平成

け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

農業集落排水整備事業

類

土木部　土木総務課

1 ハ4－010101－0 ー30200 ● ○

03 基

ド

本目標３　　人と自然

ソ

が調和した、やすらぎ

フ

のあるまち
総合計画の

ト

02 ②〈住みごこち〉

根

　人にやさしい居住空

拠

間をつくる
位置付け

0

法

2 2 身近な生活環境

令

を充実する

地域再生法等

市民 平成１６年度 ～対  平成２７年度

□ □ □

象

□

農業集落排水区域内

・

市民の、水洗化による

受

衛生的な生活環境の 河

益

川の水質保全や公衆衛

者

生の向上のため、西部

事

丘陵地域（土屋
向上が

業

図れています。 ・吉沢

期

地区）の下水道（汚水

間

）を整備します。

管渠

委

築造延長 ｍ

－

6,50

託

0 4,400 3,80

、

0

5,271

集落排水

協

進捗率 ％

全体延長36

働

,929m

26 38 4

【

8

23

②：若干遅れて

委

いる

現況地形より管渠

託

の位置が深く、施工費

：

がかさんだため

土屋地

3

区だけでなく、吉沢地

セ

区の管路築造工事にも

ク

着手した。

Ｂ：おおむ

・

ね成果があがった

財団 企業 ＮＰＯ

111571
テキストボックス
下水道整備課

111571
テキストボックス
農業集落排水事業



2 頁

位

22,080 39,6

施

96 0 0

0 0 474,

策

345 647,030

へ

665,696 0 0

0

の

.00 0.00 76.

貢

20

0.00 0.00

献

3.60 3.60 3.

高

60 0.00 0.00

市

0.00 0.00 0.

民

00 0.00 0.00

満

0.00 0.00

0 0

足

30,208 30,2

度

08 30,208 0 0

を

0 0 504,553 6

高

77,238 695,

め

904 0 0

● ○ ○ ○ ○

る

○ ○

地域再生法による

方

年間事業費が確定して

策

ことから現状の規模で

業

の継続といたしたい。

有

事業計画の着実な実施

効

管渠築造延長が計画を

性

下回ったが平成22年

継

度の土屋地区
処理施設

続

の供用開始に間に合う

に

よう施設整備を進めて

よ

行
きたい。

る成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 計画額 計画

の

額 計画額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展

す

開（担当課としての提

る

案）
平成21年度の事

分

業の方向性

現状の規模

析

で継続 拡大して継続 縮

・

小して継続 廃止 休止 終

課

了 他事業と統合

＜判断

題

理由＞

平成21年度の

の

取組方針

課長コメント

抽

□ 農村地域における資

出

源循環の推進を図りつ

総

つ農業用用排
●■ 水の

合

水質保全により農村の

評

生活環境の改善を図る

価

。

□ ○
□
□ 農業集落に

市

おける生活排水を処理

民

する施設を設置するこ

ニ

●□ とにより県条例に

ー

定める水質を確保でき

ズ

る。

■ ○
□
□ 地域再生

高

法に基づく交付金（５

事

／１０）とともに県補

業

助
●

■ 金（１／１０）

目

を受け、整備費の一部

的

を受益者から徴収
○

□

の

する。
○

□
■ 経済性や

達

事業効果等を検討し、

成

合併処理浄化槽事業と

状

の
○

□ 整合を図る。
●

況

□
○

□

今後の管渠埋設

必

においては、農道の改

要

修を含め、埋設位置を

性

確保しながら施工しな

市

ければならない箇所が

の

出てくる。

管渠築造工

関

事 管渠築造工事・処管

与

渠築造工事・処

理場整

の

備・用地買理場整備

収

必

0 0 240,025 3

要

00,150 307,

性

500 0 0

0 0 46,

低

505 60,000 6

事

0,000 0 0

0 0 1

そ

85,500 256,

の

500 258,500

他

0 0

0 0 0 8,300

上

0 0 0

0 0 2,315




